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令和６年４月 22日 

 

 

消費者支援ネット北海道と株式会社 FLLWとの間の 

訴訟に関する判決について 

 

消費者契約法第 39条第１項の規定に基づき、下記の事項を公表する。 

 

記 

 

１．判決の概要 

（１）事案の概要 

本件は、適格消費者団体である特定非営利活動法人消費者支援ネット北海道（以

下「原告」という。）が、火災保険請求サポート業務等を業とする株式会社FLLW

（以下「被告」という。）に対し、被告が不特定多数の者に対し火災保険請求サポ

ート業務委託契約の締結につき勧誘するに際し、「無料調査０円」と、火災・地震

保険金の申請のために被告が調査を行うにあたり、消贄者が支払うべき費用がない

旨記載したチラシを配布することは、契約書締結後から保険会社へ事故申請書前ま

での解約手数料が 10 万円（税別）である旨定める契約条項（以下「本件条項」と

いう。）に照らして、消費者契約法（以下「法」という。）第４条第１項第１号（※）

に該当するとともに、本件条項は、被告による調査開始前であっても解約手数料を

定めており、被告に生ずべき平均的損害を上回る違約金を定めるものであり、法第

９条第１項第１号に違反すると主張して、①被告が消費者に対し、上記契約の締結

を勧誘するに際し、「無料調査 0 円」など、火災・地震保険金の申請のために被告

が調査を行うにあたり、消費者が支払うべき費用がないと誤認させる内容を告げる

ことの差止め、②上記①の内容を記載した書面の廃棄、③被告が消費者との間で上

記契約を締結する際に本件条項を内容とする意思表示をすることの差止め、④本件

条項が記載された契約書書式の廃棄等を求めた事案である（令和５年 11 月６日付

けで札幌地方裁判所に対して訴訟を提起）。 

 

（本件条項） 

解約に関しては、見積書作成・図面作成等の申請に係る書類作成費用として解約時

期に応じて解約手数料がかかります。 

契約書締結後一保険会社へ事故申請書類送付前 10万円（税別） 

 

（※）消費者契約法 

（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し） 

第四条 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対して次

の各号に掲げる行為をしたことにより当該各号に定める誤認をし、それによって当該消費者契約の

申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。 

一 重要事項について事実と異なることを告げること。 当該告げられた内容が事実であるとの
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誤認 

 二 ［略］ 

２～６ ［略］ 

 

（消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等の無効等） 

第九条 次の各号に掲げる消費者契約の条項は、当該各号に定める部分について、無効とする。 

一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、こ

れらを合算した額が、当該条項において設定された解除の事由、時期等の区分に応じ、当該消

費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害の額を超えるも

の 当該超える部分 

二 ［略］ 

２ ［略］ 

（注）上記の訴訟が提起された日現在の規定 

 

（２）結果 

札幌地方裁判所は、令和６年１月 26 日、被告が口頭弁論期日に出頭せず、答弁

書その他の準備書面を提出しないことから、被告において請求原因事実を争うこと

を明らかにしないものとして、これを自白したものとみなし、原告の請求を認容し

た（本判決は既に確定している）。 

 

２．適格消費者団体の名称 

特定非営利活動法人消費者支援ネット北海道（法人番号 7430005005201） 

 

３．事業者等の氏名又は名称 

株式会社 FLLW（法人番号 3011001125699） 

 

４．当該判決に関する改善措置情報（※）の概要 

なし 

（※） 改善措置情報とは、差止請求に係る相手方から、差止請求に係る相手方の行為の停

止若しくは予防又は当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとった旨の連絡を受

けた場合におけるその内容及び実施時期に係る情報のことをいう（消費者契約法施行

規則第14条、第28条参照）。 

以上 
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電話番号:03-3507-8800(代表) 

URL：https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/index.html 


